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 資料 1  

かつらぎ町地域公共交通活性化協議会財務規程（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、かつらぎ町地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）の財

務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（予算） 

第２条 協議会の予算は、かつらぎ町からの負担金、関係団体からの負担金、国又は和歌山

県からの補助金、繰越金及びその他の収入をもって歳入とし、協議会の運営及び事業に係る

経費をもって歳出とする。 

２ 協議会の会長（以下「会長」という。）は、毎会計年度、予算を調製し、協議会に諮り、

承認を得なければならない。 

３ 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終了する。 

４ 会長は、第２項の規定により、予算が協議会の承認を得たときは、当該予算書の写しを 

速やかにかつらぎ町長に送付しなければならない。 

（予算の補正） 

第３条 会長は、会計年度の途中において、既定予算に補正の必要が生じたときは、これ 

を調製し、協議会に諮り承認を得なければならない。 

２ 前項の規定により、補正予算が協議会の承認を得たときは、前条第４項の規定を準用 

する。 

（予算区分） 

第４条 歳入予算の項目の区分は、別表第１のとおりとする。 

２ 歳出予算の項目の区分は、別表第２のとおりとする。 

３ 当該年度において臨時かつ特別な理由があるときは、別表第１及び別表第２に定める 

以外の項目を定めることができる。 

（予算の流用及び予備費の充当） 

第５条 会長は、予算の執行上必要があると認めるときは、歳出予算の流用及び予備費の 

充当を行うものとする。 

２ 会長は、前項の規定により歳出予算の流用又は予備費の充当をしたときは、直近の協 

議会に報告しなければならない。 

（出納及び現金等の保管） 

第６条 協議会の出納は、会長が行う。 

２ 協議会に属する現金等は、会長が定める銀行その他の金融機関に預け入れなければな 

らない。 

（協議会出納員） 

第７条 会長は、協議会の事務局職員のうちから協議会出納員を命ずることができる。 

２ 協議会出納員は、会長の命を受けて、協議会の出納その他会計事務をつかさどる。 
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（収入及び支出の手続） 

第８条 協議会の予算に係る収入及び支出の手続きは、協議会出納員が行う。 

２ 協議会出納員は、次の各号に定める簿冊を備え、出納の管理を行うものとする。 

（１）予算差引簿 

（２）前号に掲げるもののほか、必要な簿冊。 

（決算等） 

第９条 会長は、毎会計年度終了後、協議会の決算を調製し、協議会の承認を得るものと 

する。 

２ 会長は、前項の承認を得るにあたっては、監査委員の監査を受け、その結果を添えるも

の 

とする。 

３ 会長は、第１項の規定により協議会の承認を得たときは、当該決算書の写しを速や 

かにかつらぎ町長に送付しなければならない。 

（監査） 

第 10 条 協議会に、監査委員２名を置く。 

２ 監査委員は、協議会の会計、出納を監査し、監査の結果を会長に報告する。  

３ 監査委員は会長と兼ねることはできない。  

（協議会が解散した場合の措置） 

第 11 条 協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、会長 

であった者がこれを決算する。 

（委任） 

第 12 条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、会長が別に 

定める。 

附 則 

１ この規程は、令和７年３月１９日から施行する。  

２ 協議会が設立した年度においては、第２条第３項中「毎年４月１日に始まり」とある 

のは「協議会設立の日から」と読み替えるものとする。 

 

 

別表第１（第４条第１項関係） 

歳入予算の項目の区分 

項    目 

１ 負担金 

２ 補助金 

３ 繰越金 

４ 諸収入 
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別表第２（第４条第２項関係） 

歳出予算の項目の区分 

項    目 

１ 会議費 

２ 事務費 

３ 事業費 

４ 返還金 

５ 予備費 
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様式第５－１（日本産業規格Ａ列４番） 

令和７年４月１日

 

 

国土交通大臣 殿 

 

                 住    所 和歌山県伊都郡かつらぎ町大字丁ノ町 2160番地 

氏名又は名称 かつらぎ町地域公共交通活性化協議会        

会 長                 

令和７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通調査事業（地域公共交通アップデート化推進事業）（市町村型））交付申請書 

 

 

令和７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域公共交通調査事業（地域公共交通アップデ

ート化推進事業）（市町村型））金 1,939,000 円を交付されるよう、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和30 年法律第 179 号）第５条の規定に基づき、別紙関係書類を添えて申請します。 
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様式第５－１ 別紙 

 

令和７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通調査事業（地域公共交通アップデート化推進事業）（市町村型））交付申請

事業 

 

補助対象事業者名 かつらぎ町地域公共交通活性化協議会   単位：円）  

補助対象事業の 

名称及び内容 

補助対象事業の着手 

及び完了予定日 
補助対象経費 補助金額 

【名称】 

かつらぎ町地域公

共交通計画策定事

業 

【内容】 

1）計画準備 

2）地域概況及び公

共交通の現況整理 

3）地域住民のニー

ズ把握 

4）地域公共交通の

問題点及び課題の

整理 

5）地域公共交通計

画（案）のとりまと

め 

6）協議会開催 

着手予定日： 

交付決定日以降 

 

完了予定日： 

令和８年３月３１日 

 

9,163,000 1,939,000 

 

（添付書類） 

（１）補助対象経費に係る見積書 

（２）その他補助金の交付に関して参考となる書類 
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様式第５－１ 別紙 

 

地域公共交通調査事業（地域公共交通アップデート化推進事業（市町村型））の実施に関す

る計画 

１．当該地域の公共交通の概況・問題点 

【かつらぎ町の公共交通の概況】 

かつらぎ町は和歌山県の北東部、伊都郡の西部に位置し、総面積 151.69 ㎢であるが、南北が約

30km と縦長の形状となっている。地勢は北部に和泉山脈、南部に紀伊山地を仰ぎ、町の北側を東

西に紀の川が流れている。 

紀の川に沿って JR和歌山線が通っており、医療、商業・教育等の生活拠点が集積している。 

町内には丹生都比売神社をはじめとする神社仏閣やフルーツ農園などの観光施設が点在してい

る。 

道路交通状況は奈良県に通じる国道 24 号と並行し、京都府および奈良県に通じる京奈和自動車

道が東西に走っており、また大阪府に通じる国道 480 号、県内を結ぶ国道 370 号が町内を縦横し

ている。 

人口は減少が続き 15,625 人(令和６年１月現在)、高齢化率 40.0％以上（和歌山県平均 33.6％）

と高齢化が進んでいる地域となる。 

本町の公共交通機関は JR 和歌山線（5 駅）、かつらぎ町コミュニティバス（3 路線（新城花園コ

ース・天野コース・通院コース））、デマンド型乗合タクシー（5 路線（四郷ルート・笠田西部ル

ート・河南西ルート・河南東ルート・妙寺ルート）を運行している。花園地域においては、令和

6年 4月から社会福祉協議会が交通空白地有償運送として「ふれあいサービス」を運行している。

また、町内にはタクシー事業者 1 社が営業しており、高齢者等の需要を中心に運行を行ってい

る。 

添付資料１ 

 

【公共交通の問題点】 

現時点で把握しているかつらぎ町の公共交通の問題点を以下に示す。 

① 町内移動を担うコミュニティバスとデマンド型乗合タクシーの利用者は非常に少なく、そ

の理由としては「バス停が遠い」「使いたい時間にない」「そもそも路線外」があげられる。  

《地域内交通のサービスが利用しにくい水準》 

② コミュニティバスとデマンド型乗合タクシーのバス停 300ｍ圏域を「公共交通利用圏域」

とした場合、町全体をカバーできておらず、人口集積エリアを除く中山間地域エリアを中

心に公共交通利用範囲外が広がっている。  《中山間エリアにおいて公共交通利用範囲

外が多い》 

添付資料２ 
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③ 「令和 5 年度コミュニティバスアンケート調査」の結果からは、免許返納後の移動手段は

「家族などの送迎」が 58.4％と最も高くなっている。また、詳細な調査は未実施であるも

のの、コミュニティバスの利用状況からは通学時の鉄道駅までの町内移動では家族の送迎

が多いものと推察される。多くの地方部自治体の調査結果をみると、高齢者や高校生通学

の送迎の負担は大きいとの結果が出ており、本町でも送迎負担を多くの世帯で有している

ものと思われる。  《家族の送迎負担が大きい》 

④ 免許返納後の移動を家族の送迎に依存することが多いため、自立した生活を継続するため

に免許返納を先延ばしして交通事故のリスクが増大しているものと思われる。  《安心

して免許返納ができない》 

⑤ 鉄道で来訪する観光客に対して、丹生都比売神社へはコミュニティバスの利用ができるも

のの、点在する町内観光地を周遊できる公共交通がない。  《公共交通による観光周遊

の環境がない》 

⑥ 公共交通に係る費用は、燃料費の高騰、人件費の拡大により、利用者が非常に少ない（コ

ミュニティバス１日平均乗車人数（全路線合計）29.4 人、デマンド型乗合タクシー１日平

均乗車人数（全路線合計）5.8 人/日）にも関わらず公共交通維持に向けた町の負担額が年々

増加している。（町負担額 コミュニティバス R3：23,182 千円、R4：23,751 千円、R5：

24,251 千円 デマンド型乗合タクシー R3:9,662 千円、R4；9,702 千円、R5：12,078 千

円）  《公共交通の行政支出額が年々増加している》 

２．目指す交通計画と策定調査の必要性 
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【目指す交通計画】 

１であげたかつらぎ町における公共交通の概況・問題点に対して、本町における目指す公共交通

計画は以下を想定している。 

① 精度の高い現状の移動ニーズに加え、交通サービス水準の低さから潜在化した移動ニーズ

に対応 

② 高齢者の生活交通、高校生の通学や放課後の移動、観光客に対応した地域内交通サービス

の実現 

③ 町外への広域移動を担う鉄道と連携した交通サービスの実現 

④ 適正な行政負担とそれに見合ったサービス水準の持続可能な交通環境の構築 

⑤ 交通サービスの改善とともに実施する利用促進 

⑥ 持続可能な公共交通環境構築に向けた行政支援策 

⑦ 町民や拠点施設と共創・連携による公共交通の魅力向上 

 

【策定調査の必要性】 

かつらぎ町では地域公共交通計画の策定が未実施である。そのため、計画的で継続した町内の交

通環境改善にあたっては精度の高い現状の分析結果に基づき、様々な関係主体と共創・連携によ

る交通計画の策定が不可欠である。 

とりわけ、これまで交通事業者や行政が詳細に把握していない「送迎の実情の把握（送迎する側

の負担、送迎される側の負担）」、「詳細な移動ニーズの把握（特に高校生の通学）」、「高齢者の免

許返納を推進するための、移動時間帯や移動手段、返納後の不安」などの調査を行う必要がある。 

 

 

３．事業の実施内容 

実施項目 実施内容 

1）計画準備 地域公共交通計画を策定するための実施方針、実施体制、実施工

程等を記した業務計画書を作成する。 

2）地域概況及び公共交通の

現況整理 

 

 

 

 

既存資料の収集・整理から、本町の地理的条件や道路網の状況、

人口分布、施設立地（病院、公共施設、商業施設等）など地域特

性を把握・整理する。また、既存公共交通（鉄道、コミュニティ

バス、デマンド型乗合タクシー、スクールバス、タクシー等）の

ルートや頻度などの運行状況、上位・関連計画を整理する。 
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3）地域住民のニーズ把握 

 

地域住民の移動実態や公共交通に対するニーズを把握するため、

住民アンケート調査、民生児童委員アンケート調査、関係者への

ヒアリング調査を実施する。 

 

4）地域公共交通の問題点及

び課題の整理 

現況整理及び住民ニーズ把握調査などの結果をもとに、持続可能

な公共交通網の形成にあたっての問題点や課題を整理する。 

5）地域公共交通計画（案）

のとりまとめ 

 

上位計画や関連計画を踏まえつつ、地域にとって望ましい公共交

通網のあり方についての基本方針をまとめる。 

また、基本方針に沿って、持続可能な公共交通網の形成に向けた

目標、事業の実施主体、スケジュール等を具体的に反映させた計

画を取りまとめることとする。 

6）協議会開催 計画策定に向けた調査内容や、調査結果を受けて今後の交通体系

のあり方について議論するための協議会を開催する。 
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様式第５－１ 別紙 

４．スケジュール 

    

実施項目 4 月       9 月       12 月       3 月 

1）計画準備 

 

 

 

 

 

2）地域概況及び公共交通の

現況整理 

 

 

 

 

 

3）地域住民のニーズ把握 

 

 

4）地域公共交通の問題点及

び課題の整理 

 

 

5）地域公共交通計画（案）

のとりまとめ 

 

 

6）協議会開催  

 

 

 

５．予算計画 

実施項目 
総事業費 

（見込み） 

補助対象経費 

（見込み） 

国費 

（見込み） 

地域の負担 

（見込み） 

1）計画準備 196 千円 196 千円 98 千円 98 千円 

2）地域概況及び公共交通の現

況整理 

685 千円 685 千円 342 千円 343 千円 

3）地域住民のニーズ把握 3,132 千円 3,132 千円 1,499 千円 1,633 千円 

4）地域公共交通の問題点及び

課題の整理 

296 千円 296 千円 0 千円 296 千円 
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5）地域公共交通計画（案）の

とりまとめ 

1,860 千円 1,860 千円 0 千円 1,860 千円 

6）協議会開催 2,994 千円 2,994 千円 0 千円 2,994 千円 

合計 9,163 千円 9,163 千円 1,939 千円 7,224 千円 
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付資料１ かつらぎ町の公共交通 
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添付資料 2 公共交通 300ｍ圏域図 

 


